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1 平成12年3月 株式会社ぎょうせい

2 平成12年8月 公職研

3 平成12年9月 株式会社ぎょうせい

4 平成12年11月 東京法令出版株式会社

5 平成12年11月 東京法令出版株式会社

6 平成15年8月 静岡新聞社

7 平成16年7月 株式会社ぎょうせい

8 平成22年9月 株式会社ぎょうせい

9 平成23年12月 株式会社ぎょうせい

10 平成28年2月 株式会社敬文堂

11 平成28年12月 株式会社敬文堂

12 平成29年12月 第一法規株式会社

主な担当科目 財政学、社会福祉論、地域学、民法Ａ、民法Ｂ、ＮＰＯ論、行政法、都市マネジメント、教養講座Ｆ（ふじのくに）

分権条例を創ろう

土地利用・開発許可制度の解説

地域主権改革一括法の解説ー自治体は条例をどう整備すべきか

全国地域学フォーラム in 伊東「観光ビッグバンへの挑戦」

分権改革と地域空間管理

分権改革と自治体

分権改革とくらしづくり

静岡県はなくなるか？市町村合併の後にくるもの

著書

都道府県を変える！国、都道府県、市町村の新しい関係

研究テーマ

・条例を活用した自治体政策の展開
・公共政策における行政計画、業務改善、政策改革のあり方
・土地利用制度と産業立地政策のあり方
・NPO等による地域振興の実践方策
・地域学が有する学際的な視点による地域分析

所属学会 静岡地域学会、日本行政学会、公共政策学会、ローカル・ガバナンス学会、日本計画行政学会、日本公法学会

取得学位 博士（公共政策学）（平成28年3月）法政大学

最終学歴 法政大学大学院公共政策研究科博士後期課程公共政策専攻修了

専門分野 法学、公共政策学、人文地理学、地域学

静岡産業大学　藤枝キャンパス　教授

小泉　祐一郎

こいずみ　ゆういちろう

職位 専任教授

教育・研究内容

　私たちの暮らしをよくするためには、地域の将来のあるべき姿を構想し、そのための政策を立案し、実践していく必要があります。
国や自治体の政策は、私たちの暮らしに深い関係を持っています。
　そして、私たちは、国や自治体の構成員である国民、住民として、単にサービスの受け手だけでなく、公共的な活動の担い手でもあります。
また、企業の経済活動や人々の文化、スポーツなどの分野においても、国や自治体の政策は様々な場面で影響を及ぼしています。
　国や自治体の政策を理解し、その活用を図り、又は政策の変更を求めるためには、政策の基盤である制度や仕組みの基本的なルールや法
則を知っていることが極めて重要です。社会の仕組みや法則の基本を理解することは、社会での様々な活動において困難に出会った際の
「武器」や「知恵」や「わざ」を身に着けることになります。
　講義においては、公務員等の公共的な活動に従事するための基本的な知識を身に着けることはもとより、地域における様々な実践活動に
おいて課題の解決に取り組む素養を習得することに重点を置いています。

自治総研叢書34第2次分権改革の検証

国と自治体の分担・相互関係

鈴木庸夫先生古稀記念・自治体政策法務の理論と課題別実践
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1 平成11年4月
財団法人地方自治総合研究所
自治総研258号

2 平成14年9月 財団法人静岡総合研究機構　SRI第70号

3 平成15年7月
株式会社ぎょうせい
関哲夫先生古稀記念論集

4 平成16年10月
財団法人東京市政調査会都市問題
第102巻第10号

5 平成23年11月
法政大学大学院公共政策研究科
公益財団法人地方自治総合研究所・
自治総研397号、398号

6 平成26年3月
法政大学大学院公共政策研究科・
公共政策志林1号

7 平成26年11月
公益財団法人地方自治総合研究所自治総研
433号

8 平成28年3月 法政大学

9 令和2年3月 静岡産業大学情報学部研究紀要第22号

10 令和2年9月
後藤・安田記念東京都市研究所
『都市問題』2020年9月号

11 令和3年3月 静岡産業大学情報学部研究紀要第23号

1 平成2年10月 財団法人地方財務協会 地方税通巻465号

2
平成3年1月～

4月連載
株式会社ぎょうせい 税第46巻1号、
第2号、第3号、第4号

3 平成9年10月 公職研 地方自治職員研修通巻413号

4
平成10年8月～
平成11年12月
（17回連載）

良書普及会 自治実務セミナー
(第37巻8号～第38巻12号)

5
平成12年1月～
平成15年3月
（66回連載）

第一法規 自治実務セミナー
(第39巻1号～第45巻3号)

6
平成18年4月～
平成24年6月
（55回連載）

第一法規株式会社 自治実務セミナー
(第45巻5号～第51巻6号)

7 平成23年8月 第一法規株式会社 自治体法務ナビ42号

8
平成24年8月～
平成26年10月
（20回連載）

第一法規株式会社 自治実務セミナー
(第51巻8号～第53巻10号)

1 令和元年3月
静岡学研究センターシンポジウム
(於：静岡産業大学BIVIキャン)

1 令和2年2月
静岡地域学会研究発表会
（於：静岡市産学交流センター）

2 令和2年12月
公益財団法人日本都市センター研究会
（於：日本都市センター）

1 平成29年6月 日本公共政策学会

学会発表
静岡県における土地利用の変遷と産業立地に向けた土地利用政策のあり方に
関する研究

受賞

日本公共政策学会2017年度著作賞受賞「国と自治体の分担・相互関係」

我が国における地域振興の変遷に関する一考察（査読付）

地域どっこい奮闘記

研究報告

都市機能の充実に向けた都制作のあり方に関する研究

地方分権及び合併の制度改正の分析と自治体・地域への影響に関する研究

今後の広域行政と狭域行政のあり方

学術論文

事務の各段階における国の統制手段から自治体の運営手段への転換

2つの大震災と2つの分権改革による条例の進化

所有権留保付売買における自動車税、自動車取得税の納税義務者

税務研究・自動車税・自動車取得税に関する一考察

分権改革に伴う規制行政における自治体の裁量権の拡大と比例原則

権限移譲と義務付け・枠付けの緩和が自治体に求めるもの

国の自治体への関与の改革の検証と今後の課題（修士論文）

研究ノート

地方分権推進委員会第2次勧告の読み方

地方分権と地方公共団体の課題

地方分権改革の成果と今後の課題

 国・地方の事務配分を再考する

地方自治NOW

行政事件訴訟の検証による制度改革
－都市計画道路伊東大仁線訴訟を事例として－

国と自治体の分担関係と相互関係の改革の検証と今後の改革方策（博士論文）
（査読付）

国と自治体の事務配分における役割分担と機能分担ー国道の管理を例として
（査読付）

第2次分権改革における法令基準の改革の検証と今後の改革方策（査読付）
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1 平成16年3月
財団法人地方自治総合研究所
自治総研305号

2 平成19年3月 日本都市計画家協会  Planners53号

3 平成23年7月 株式会社ぎょうせい ガバナンス123号

1
平成10年4月～
平成23年3月

経済団体、自治体

2 平成24年6月 株式会社ぎょうせい

3 平成24年8月 株式会社地域科学研究会

1 平成9年4月

2 平成13年9月

3 平成20年9月

4 平成29年7月

5 平成29年7月

6 平成29年7月

7 平成29年7月

8 平成29年7月

9 平成29年7月

10 平成29年7月

11 平成30年4月

12 平成30年4月

13 平成30年4月

14 平成30年4月

15 平成30年5月

16 平成30年9月

17 平成30年9月

18 平成31年1月

19 令和元年5月

20 令和元年6月

21 令和元年7月

22 令和元年9月

23 令和元年10月

森町行財政改革推進委員会会長（平成30年3月まで）（令和元年5月～令和3年3月まで）

小山町行政アドバイザー（現在に至る）

川根本町総合計画検証委員会委員長（現在に至る）

袋井市行政改革推進委員会会長（現在に至る）

沼津市総合計画審議会会長（現在に至る）

牧之原市自治基本条例推進会議会長（現在に至る）

藤枝市商店街魅力アップ応援事業審査会委員（現在に至る）

Ｊネット47会長（平成30年7月まで）

（一社）静岡県中部未来懇話会研究部会委員(現在に至る）

藤枝市空き家対策計画策定協議会会長（平成30年3月まで）

藤枝市協働推進懇話会委員長（現在に至る）

島田市行政改革推進委員会委員長（令和2年3月まで）

まちづくり行政シリーズ講師

Ｊネット47入会（現在に至る）

ＮＰＯ地域づくりサポートネット入会、理事就任（現在に至る）

その他（社会活動等）

自治体職員実践セミナー講師

依頼講演

経済団体、自治体職員、自治体議員の研修講師

分権改革で自治体現場は変わったか

都市計画と訴訟

東日本大震災と政策法務

壇上対談

FNNプライムニュースしずおかコメンテーター（平成31年3月まで）

牧之原市総合計画審議会会長（現在に至る）

菊川市都市計画審議会会長（現在に至る）

裾野市空き家等対策協議会委員（現在に至る）

静岡市行政改革審議会委員（令和2年3月まで）

（一社）地域総合整備財団地域再生マネージャー事業推進アドバイザー（現在に至る）

三島市がんばる中小企業応援会議会長（現在に至る）

（公財）日本都市センター分権社会の都市自治体条例に関する研究会委員（現在に至る）

湖西市立地適正化計画策定協議会会長（現在に至る）
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24 令和２年１月

25 令和２年１月

26 令和2年4月

27 令和2年4月

28 令和2年4月 静岡県企業局経営評価委員会委員（令和4年3月まで）

静岡県コミュニティづくり推進協議会コミュニティづくり推進専門委員（令和4年3月まで）

小山町総合計画審議会委員（現在に至る）

長泉町史編纂委員会監修者（令和3年3月まで）

熱海市総合計画審議会会長（現在に至る）
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